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2 はじめに

◼ 第7回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年3月18日）において、発電事業者が自己計画電源または
市場計画電源とするか、自由に選択できる仕組みとすることが適当であるとお示しさせていただいた。

◼ ただし、安定供給の観点から必要がある場合には、自己計画電源（セルフスケジュール電源）であっても、「一定の
制約」に服することが求められる点。また、前日同時市場後の自社電源の余力の活用（電源脱落時の差替え等）
においても、安定供給上問題が生じる場合には差替えを制限する等何らかの措置が必要な点も存在しており、
これらについては、引き続き、技術的な検討を進めていくこととしていた。

◼ 今回、まずもって現行の制度・ルールを参照の上、具体的にどのような状況で「一定の制約」が発生し得るのか、
また、同時市場において「一定の制約」が必要になる地点・時間をどのように特定するのか（それをどのようにロジック
に反映するのか）について、具体的な論点と今後の進め方を整理したため、ご議論いただきたい。

本資料の用語の定義
余力活用電源：一般送配電事業者が調整力として予め確保した発電設備、蓄電設備および揚水発電設備を指し、便宜上、

「調整電源」とも呼称する
非余力活用電源：一般送配電事業者が調整力として予め確保していない発電設備、蓄電設備および揚水発電設備を指し、

便宜上、「電源Ⅲ」とも呼称する



3 （参考） 自己計画電源入札が制限される場合の考え方

出所）第13回 同時市場の在り方等に関する検討会（2025年2月19日）資料3をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/013_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/013_03_00.pdf
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6 議論の振り返り（１／２）

◼ これまでの議論において、安定供給の観点から必要がある場合には、自己計画電源（セルフスケジュール電源）で
あっても、「一定の制約」に服することが求められる点を示しており、具体的には以下のようなケースが挙げられている。

➢ 自己計画電源であっても、需給ひっ迫等の緊急時における一般送配電事業者による緊急的な電源運用も必要

➢ 電力の需給バランス維持の観点から、出力制御や混雑処理のための対応を検討する必要（例えば、出力制御が
発生することが明らかに予測されるコマについては、長期固定電源等を除き、全ての電源を市場で起動停止・出力
配分の意思決定が可能（市場計画可能領域）な電源として入札することを制度的に求める等）

出所）第7回 同時市場の在り方等に関する検討会（2024年3月18日）資料3-1より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/007_03_01.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/007_03_01.pdf


7 議論の振り返り（２／２）

◼ また、前日同時市場における約定後に、電源脱落・出力低下等が発生した場合、自社電源の余力（前日同時
市場で約定しなかった電源）にて同一発電BG内で差替える場合も、以下のような場合には、差替えを制限する等
何らかの措置が必要とされた。

➢ 自社電源の余力の活用により、系統全体の電源バランスが変わり、混雑発生するなど、安定供給上問題が生じる
ことが考えられる場合（例えば、余力として活用できる電源を一部限定するなど、何らかの措置が必要）

出所）第7回 同時市場の在り方等に関する検討会（2024年3月18日）資料3-1より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/007_03_01.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/007_03_01.pdf


8 状況（「一定の制約」）の明確化について（１／２）

◼ 自己計画電源（セルフスケジュール電源）とは、電源等の起動および出力容量下限までの出力を電源等の保有
主体が決定する電源等のことを指し、当該領域は通常は「絶対出力容量（Must Run）」として出力が確定する。

◼ また、出力容量上限とは最大限出力が可能な容量のことを指すが、必ずしも発電機の定格出力を指す訳ではなく、
入札制約を制約考慮（控除）した上で、電源等の保有主体が登録する値となる。

◼ この点、前述の通り、出力制御や混雑処理といった「抑制側」の制約が発生する際には、調整不可な入札制約を
除き、自己計画電源（≒絶対出力容量）としての出力確定が認められず、市場計画電源として起動停止・出力
配分を市場に委ねることになり、また、需給ひっ迫等の「焚増側」の制約が発生する際にも、調整不可な入札制約
（控除分）を除き、出力容量上限を定格出力相当に見直すこととなる。

出所）第7回 同時市場の在り方等に関する検討会（2024年3月18日）資料3-1より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/007_03_01.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/007_03_01.pdf


9 状況（「一定の制約」）の明確化について（２／２）

◼ また、出力制御や混雑処理といった「抑制側」の対応が必要となるのは、「発電量＞需要量」となる系統に対してで
あり、そこに地域間連系線や地内系統といった地点の明確な区分、前日同時市場と時間前同時市場といった時間
の明確な区分は存在しない（≒抑制対応が必要になる地点・時間に対して「一定の制約」が必要）。

◼ この点、前日同時市場後の自社電源の余力の活用も、時間前同時市場における抑制対応の話（同種の課題）
として包含されるものと考えられる。

◼ 加えて、需給ひっ迫等といった「焚増側」の対応が必要となるのは、「発電量＜需要量」となる系統に対してであり、
こちらについても地点・時間の明確な区分は存在しない（≒焚増対応が必要になる地点・時間に対して「一定の
制約」が必要）。

◼ 一方で、具体的にどのような場合に「抑制対応」「焚増対応」が必要となる状況なのか（あるいはそれをどのように反
映するのか）が明確になっていないため、次章以降、まずは現行の制度・ルールを参照の上、深掘りを行うこととする。

【Aエリア】 【Bエリア】

ローカル系

基幹系 基幹系

【地内系統の混雑処理】
混雑系統内の発電量が需要量を上回
る場合には、地内送電線の運用容量
以内に収めるように、火力等の抑制、
再エネ電源等の出力制御を行う

【地内系統の混雑処理】
混雑系統内の発電量が需要量を上回る
場合には、地内送電線の運用容量以内
に収めるように、火力等の抑制、再エネ
電源等の出力制御を行う

【需給バランスによる出力制御】
エリア内の発電量が需要量を上回る場合
には、まず火力等の抑制、連系線活用
（他エリア送電）を行った後、再エネ電源
等の出力制御を行う
⇒地域間連系線の混雑処理と同義
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◼ 系統混雑とは、系統側の運用容量等の制約により、発電事業者の運用に制約が生じている状態を指すが、供給力
余剰・需給ひっ迫時も、日本全体が同様の状況とならない限りにおいては、系統混雑が要因となる。

➢ 供給力余剰：火力電源の出力制御や揚水・蓄電池を活用し、地域間連系線を最大限活用し域外への送電を
行ってもなお供給力が需要を上回る場合に再エネ電源の出力制御を行い、需給バランスを維持している

➢ 需給ひっ迫：地域間連系線を最大限活用して算出する広域予備率の裕度が無い場合、調整電源の追加起動
等、追加供給力対策を実施し、需給運用に必要な供給力・調整力を確保している

（参考） 供給力余剰・需給ひっ迫と系統混雑の関係について

出所）2023年12月再給電方式（一定の順序）の導入について（2022年7月29日）より抜粋
https://www.occto.or.jp/access/oshirase/files/220729_saikyuden_donyu.pdf

出所）第82回電力・ガス基本政策小委員会（2024年10月29日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/082_04_00.pdf

https://www.occto.or.jp/access/oshirase/files/220729_saikyuden_donyu.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/082_04_00.pdf
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12 現状の制度・ルール（抑制側）について

抑制電源
種別

供給力余剰時（優先給電ルール） 系統混雑時

電源Ⅲ
抑制時

再エネ抑制時
電源Ⅲ
抑制時

再エネ抑制時

①入札制約なく登録
されている出力領域

（発電計画～最低出力
または停止）

調整電源 出力抑制・停止ともに行う

電源Ⅲ 技術的に合理的な範囲で最大限抑制

②入札制約領域
（協議による調整可、発電計画

～出力容量下限）
※停止・抑制可を指す

調整電源
制約考慮なし

（協議による）
制約考慮なし

（協議による）

電源Ⅲ
制約考慮なし

（協議による）
制約考慮なし

（協議による）

③入札制約領域
（協議による調整不可、発電

計画～出力容量下限）
※停止・抑制不可を指す

調整電源

制約考慮あり

電源Ⅲ

計画値

最低出力または出力ゼロ

ケース例
②燃料消費のためマストラン（協議により調整可能）
③河川制約によりマストラン（協議による調整不可）

① ② ③

出力下限

◼ 現状、調整電源や電源Ⅲに関しては、TSOは原則起動停止を行わないものとしているが、抑制を行わなければ安定
供給上問題がある場合（「供給力余剰時（優先給電ルール）」や「系統混雑時」）には、TSOによる停止・出力
抑制が行われており、抑制順位に則った詳細な取り扱いは下表のとおりとなる。

➢ 抑制順位（概要）：調整電源→電源Ⅲ（→連系線（供給力余剰時））→再エネ→長期固定電源

◼ したがって、同時市場において抑制側の「一定の制約」が発生する状況としては、現行のこれら電源に対して、停止・
出力抑制を行う場合に準ずる（あるいはこれを参考に簡略化する）と考えられる。
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◼ 供給力余剰・系統混雑時は、下図に示す順序に基づき出力制御を実施することで、供給力余剰や系統混雑を
解消している。

➢ 供給力余剰の抑制順序：調整電源→電源Ⅲ→連系線→再エネ→連系線→長期固定電源
➢ 系統混雑時の抑制順序：調整電源→電源Ⅲ→再エネ→長期固定電源

（参考） 供給力余剰時・系統混雑時の抑制順位について

出所）第52回電力・ガス基本政策小委員会系統ワーキング（2024年9月18日）資料1より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/052_01_00.pdf

出所）系統の接続および利用ルールについて（2024年7月1日）より抜粋
https://www.occto.or.jp/grid/business/documents/NF_setsuzokuriyou_20240902.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/052_01_00.pdf
https://www.occto.or.jp/grid/business/documents/NF_setsuzokuriyou_20240902.pdf


14 現状の制度・ルール（焚増側）について

起動・焚増
電源種別

調整力不足
起動・焚増
電源種別

供給力不足

調整電源の
起動で充足

揚水TSO運用
で充足

揚水TSO運用
でも調整力不足

容量市場電源
起動・焚増

容量市場外電源
起動・焚増

安定供給上リスク
を伴う需給対策

ⅰ入札制約なく
登録されている出力
領域（定格出力
～発電計画）

調整電源 追加起動・焚増ともに行う
容量市場

電源
追加起動・焚増ともに行う

電源Ⅲ ー
容量市場外

電源
ー

焚増を行う（要請または
余力活用契約に基づく指令）

ⅱ定格出力
～出力容量上限

(協議による調整可)
※起動・焚増可

調整電源 制約考慮あり
制約考慮なし

（協議による）
容量市場

電源
制約考慮なし

（リクワイアメントあり、ペナルティ免除とならない）

電源Ⅲ ー
容量市場外

電源
ー 制約考慮あり

ⅲ定格出力
～出力容量上限

(協議による調整不可)
※起動・焚増不可

調整電源 制約考慮あり
容量市場

電源
制約考慮あり（リクワイアメントはあるが、

異議申し立てによりペナルティ免除）

電源Ⅲ ー
容量市場外

電源
ー 制約考慮あり

計画値

定格出力ケース例
ⅱ燃料節約のため出力容量上限抑制（調整可）
ⅲ河川制約による出力容量上限抑制（調整不可）

ⅰ ⅱ ⅲ

出力上限

◼ 現状、調整電源や電源Ⅲに関しては、需給ひっ迫時等、焚増を行わなければ安定供給上問題がある場合として、
「調整力不足」・「供給力不足」時に、TSOの追加供給力対策による追加起動・焚増が行われており、広域予備率
が低下する等の状況での詳細な取り扱いは下表のとおりとなる。

➢ 焚増順位（概要）：調整電源の起動→揚水のTSO運用（調整力不足時）、容量市場電源の起動・焚増 ＿＿＿
＿＿＿＿＿＿ →容量市場外電源の焚増→安定供給上リスクを伴う需給対策（供給力不足時）

◼ したがって、同時市場において焚増側の「一定の制約」が発生する状況としては、現行のこれら電源に対して、追加
起動・焚増を行う場合に準ずる（あるいはこれを参考に簡略化する）と考えられる。
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◼ 調整力不足時は、調整電源の起動をしてもなお不足する際、揚水TSO運用を実施し調整力を確保している。

◼ 供給力不足時は、広域予備率に基づき、容量市場電源の起動・焚増、容量市場外電源の焚増等を行う。

（参考） 調整力不足時・需給ひっ迫時の追加起動・焚増順位について

出所）第82回電力・ガス基本政策小委員会（2024年10月29日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/082_04_00.pdf

出所）第32回需給調整市場検討小委員会（2022年9月26日）資料2より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_32_02.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/082_04_00.pdf
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_32_02.pdf
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17 「一定の制約」の特定方法（抑制側）について（１／３）

◼ 続いて、同時市場における「一定の制約」が発生する状況を特定する方法（抑制側）の検討を行った。

◼ まず前述の通り、一言で調整電源・電源Ⅲ※1といっても、協議次第で抑制可能な（事業者裁量で調整可能な）
任意領域と、協議ではどうにもならない（事業者裁量で調整不可な）絶対領域が存在する。

◼ これらを同時市場における約定（計算）の都度、協議（調整）するのは非現実的であることから、自己計画電源
においても予め、任意領域か絶対領域か（任意の場合はThree-Part情報も）登録※2しておくことが考えられる。

市場計画電源
（プール電源）

自己計画電源
（任意セルフ電源）

自己計画電源
（絶対セルフ電源）

協議による
抑制可否

ー
（市場計画に委ねている）

抑制可能
（事業者裁量で調整可能）

抑制不可
（事業者裁量で調整不可）

イメージ

入札情報

・出力上限
・出力下限（最低出力or出力0）
・Three-Part情報
（起動・最低出力費、限界費用）
→常時、市場取引に使用

・出力上限
・出力下限（原則自由）
・任意領域のThree-Part情報
（起動・最低出力費、限界費用）
→「一定の制約」発生時に使用

・出力上限
・出力下限（原則自由）

計画値

最低出力
または出力ゼロ

出力下限

調整不可
（絶対領域）

調整可能
（任意領域）

市場計画に
委ねる領域

※1 これら電源のうち、事業者が起動及び出力容量下限までの出力を決定した領域（自己計画電源相当）を指す。
※2 絶対領域（絶対セルフ電源）に該当するための要件については今後検討。



18 「一定の制約」の特定方法（抑制側）について（２／３）

◼ その上で、どのような場合に「一定の制約」が発生するか（「一定の制約」を課すべきか）検討を行った。

◼ まず、SCUCロジックは最初、「一定の制約」が発生しているか分からないため（言い換えると、「一定の制約」を課す
要否を特定するため）任意セルフ電源に関しても抑制せずに（出力下限固定のまま）SCUC計算を実施する。

◼ この場合、下図のとおり、SCUC計算で再エネ抑制に至るようなケースでは、本来的には（優先給電ルール的には）
任意セルフ電源を先に抑制することが望ましいため、「一定の制約」要否の特定方法としては、SCUC計算で再エネ
抑制に至っている系統（エリア・地内系統）を対象とすることが考えられるか。

プール
電源

高

任意
セルフ
電源

絶対
セルフ
電源

再エネ
電源

低

それぞれ
計画値100

【需要350】 ※下げ代20必要

SCUC計算結果

100

200

300

350

下げ代20

100

200

300

350

下げ代20

本来望ましい姿

計画値上（400）では供給力余剰・系統混雑が発生も
再エネ抑制に至っていないため、「一定の制約」は不要

【需要300】 ※下げ代20必要

SCUC計算結果

100

180

280

300
下げ代20

100

200

280

300
下げ代20

本来望ましい姿

計画値上（400）では供給力余剰・系統混雑が発生し
かつ再エネ抑制に至っているため、「一定の制約」が必要



19 

◼ 基本的には前述の「再エネ抑制」によって、「一定の抑制」要否は特定可能と考えられるものの、再エネが存在しない
系統あるいは時間帯（夜間等）において、任意セルフ電源を抑制せずに（出力下限固定のまま）SCUC計算を
実施した場合、下げ代（下げ調整力）不足および運用容量超過に至るようなケースも考えられる。

◼ このような場合も、本来的には（優先給電ルールや再給電方式的には）任意セルフ電源を抑制することで下げ代
確保および系統混雑解消することが必要となるため、「一定の制約」要否の特定方法としては、「再エネ抑制」だけ
ではなく、「下げ代（下げ調整力）不足」・「運用容量超過」に至っている系統（エリア・地内系統）を対象とする
（条件を追加する）ことも考えられるか。

プール
電源

任意
セルフ
電源

絶対
セルフ
電源

それぞれ
計画値100

【需要200】 ※下げ代20必要

SCUC計算結果

100

200

220
下げ代20

100

180

200
下げ代20

本来望ましい姿

計画値上（300）では供給力余剰が発生し、かつ
下げ代不足に至っているため、「一定の制約」が必要

×

「一定の制約」の特定方法（抑制側）について（３／３）

【運用容量180】

SCUC計算結果

100

200

100

180

本来望ましい姿

計画値上（300）では系統混雑が発生し、かつ
運用容量超過に至っているため、「一定の制約」が必要

180

運用容量
180

運用容量
180

運用容量超過×

下げ代確保
制約が満足

できず、
ペナルティ

（目的関数
極大）と
して解が

算定される

運用容量
制約が満足

できず、
ペナルティ

（目的関数
極大）と
して解が

算定される



20 （参考） 同時市場における下げ代（下げ調整力）について

◼ 同時市場の最適化ロジックにおいては、過去の議論（調整力細分化作業会）において、下げ代（下げ調整力）
の確保制約条件も追加する方向性としている。

◼ 現状における供給力余剰時の対応としては、前日スポット市場後に、需要・再エネ誤差を考慮の上、下げ代を確保
しているが、上記のとおり、同時市場の最適化ロジックにおいては、下げ代の確保（充足）状況を同時に把握できる
ことから、その算定結果をもとに供給力余剰の判定を行うことが可能となる。

出所）第8回 同時市場の在り方等に関する検討会（2024年4月19日）資料5より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/008_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/008_05_00.pdf


21 「一定の制約」の特定方法（焚増側）について（１／２）

◼ 次に、同時市場における「一定の制約」が発生する状況を特定する方法（焚増側）の検討を行った。

◼ こちらも抑制側同様、一言で調整電源や電源Ⅲ（のうち容量市場電源）※1といっても、協議次第で焚増可能な
（事業者裁量で調整可能な）任意領域と、協議ではどうにもならない（事業者裁量で調整不可な）絶対領域が
存在することから、任意領域か絶対領域か（任意の場合はThree-Part情報も）登録※2しておくことが考えられる。

市場計画電源
（プール電源）

自己計画電源
（任意セルフ電源）

自己計画電源
（絶対セルフ電源）

協議による
抑制可否

ー
（市場計画に委ねている）

抑制可能
（事業者裁量で調整可能）

抑制不可
（事業者裁量で調整不可）

イメージ

入札情報

・出力上限（定格出力）
・出力下限
・Three-Part情報
（起動・最低出力費、限界費用）
→常時、市場取引に使用

・出力上限（原則自由※3）
・出力下限
・任意領域のThree-Part情報
（起動・最低出力費、限界費用）
→「一定の制約」発生時に使用

・出力上限（原則自由※3）
・出力下限

定格出力

計画値

出力上限

調整不可
（絶対領域）

調整可能
（任意領域）

市場計画に
委ねる領域

※3 ただし、適正な取引（相場操縦の防止）の観点から、定格出力まで供出が求められる場合もある。

※1 これら電源のうち、事業者が決定した出力容量上限以上の領域を指す。
※2 絶対領域（絶対セルフ電源）に該当するための要件については今後検討。



22 「一定の制約」の特定方法（焚増側）について（２／２）

◼ その上で、どのような場合に「一定の制約」が発生するか（「一定の制約」を課すべきか）検討を行った。

◼ 抑制側同様、SCUCロジックは最初、「一定の制約」が発生しているか分からないため（「一定の制約」を課す要否を
特定するため）任意セルフ電源に関しても焚増せずに（出力上限固定のまま）SCUC計算を実施することとなり、
下図のとおり、SCUC計算で上げ代不足（≒広域予備率不足）に至るようなケースでは、本来的には（現行での
需給ひっ迫時における対応では）任意セルフ電源を焚増することで上げ代確保することが必要となるため、「一定の
制約」要否の特定方法としては、SCUC計算で上げ代不足（≒広域予備率不足）に至っている系統（エリア・
地内系統）を対象とすることが考えられるか。

プール
電源

高

任意
セルフ
電源

絶対
セルフ
電源

再エネ
電源

低

計画値
100

【需要300】 ※上げ代20必要

SCUC計算結果

100

200

250

300
上げ代20

100

200

300
上げ代20

本来望ましい姿

計画値上（250～350）では最適バランスではないものの
上げ代不足に至っていないため、「一定の制約」は不要

【需要350】 ※上げ代20必要

SCUC計算結果

100

200

250

350
上げ代20

100

200

300

350
上げ代20

本来望ましい姿

計画値上（250～350）では上げ代不足
（広域予備率低下）に至っているため、「一定の制約」が必要

計画値
100

計画値50
（容量100）

0～100
（容量100）

×
上げ代確保
制約が満足

できず、
ペナルティ

（目的関数
極大）と
して解が

算定される



23 （参考） 同時市場における上げ代（上げ調整力）について

◼ 同時市場の最適化ロジックにおいては、過去の議論（調整力細分化作業会）において、上げ代（上げ調整力）
について一次（GF）・二次（LFC）・三次（EDC）を簡易的に複合約定する方向性としている。

◼ そのため、基本的には三次（EDC）が確保できていれば、広域予備率は充足している※と考えられるものの、三次の
必要量が常に8%（需給ひっ迫の判定ライン）を超えているかは現時点では分からないため、上げ代が充足しつつ
広域予備率が不足するケースがあるか（上げ代不足以外の判定が必要か）等については、今後、詳細検討の中で
深掘りしていくこととしたい。

出所）第8回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年4月19日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/008_04_00.pdf

※ 焚増側（需給ひっ迫等）については、TSO想定需要に基づく電源起動（青）ロジックで判定することが考えられる。

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/008_04_00.pdf


24 「一定の制約」の市場取引への反映方法について

◼ 最後に、「一定の制約」が必要と判断した場合に、市場取引にどのように反映するのかについて検討を行った。

◼ 前日（あるいは時間前）同時市場に、最新状況をもとに「一定の制約」を課そうと思うと、理想的には各取引断面
ごとに、制約無（制約要否の確認）と制約有（必要箇所に制約を課した状態）で、2回の計算が必要となるが、
SCUC計算には時間がかかることを踏まえると現実的ではないと考えられる。

◼ そのため、「一定の制約」要否特定については直前のSCUC計算（前日同時市場の場合、週間SCUCの結果）
を元に行い、次の市場取引を行う（SCUCデータを引き継ぐ）際、「一定の制約」を反映※する方法が考えられる。

※ 一度、「一定の制約」が必要と特定された地点・時間については、その後、状況変化があったとしても「一定の制約」
解除後の状況が把握できない（不要とは判断できない）ため、基本的には「一定の制約」を反映したままとなる。

①

②

SCUC結果の決定
変数の値を引き継ぐ

需要・再エネ、発電機
データ（計画策定時点
での最新の状況を反映）
を引き継ぐ

「一定の制約」が必要と
特定された地点・時間に
ついては、制約を反映



25 目次

１．議論の振り返りと状況の明確化

２．現行の制度・ルールを踏まえた考え方

３．同時市場における特定・反映の方法

４．まとめと今後の進め方



26 まとめと今後の進め方

◼ 今回、安定供給上必要な「一定の制約」の考え方について以下の通り整理を行った。

➢ 安定供給上必要な「一定の制約」とは、出力制御や混雑処理といった「抑制側」の制約が発生する際には、調整
不可な入札制約を除き、自己計画電源（≒絶対出力容量）としての出力確定が認められず、市場計画電源と
して起動停止・出力配分を市場に委ねることを指し、また、需給ひっ迫等の「焚増側」の制約が発生する際にも、
調整不可な入札制約（控除分）を除き、出力容量上限を定格出力相当に見直すことを指す

➢ これらの「一定の制約」は、抑制ならびに焚増対応が必要になる地点・時間に対して必要

➢ 同時市場において抑制・焚増側の「一定の制約」が発生する状況としては、現行の調整電源や電源Ⅲ等に対し、
抑制・焚増を行う場合（状況）に準ずる（あるいはこれを参考に簡略化する）ことが考えられる

◼ その上で、「一定の制約」が発生する状況を特定し、市場取引に反映する方法として、以下の方向性が考えられる。

➢ 同時市場における約定（計算）の都度、協議するのは非現実的であることから、自己計画電源においても予め、
任意領域か絶対領域か（任意の場合はThree-Part情報も）登録※しておく

➢ 「一定の制約」について、「抑制側」はSCUC計算で「再エネ抑制」または「下げ代（下げ調整力）不足」・「運用
容量超過」に至っている系統（エリア・地内系統）を、「焚増側」はSCUC計算で「上げ代不足（≒広域予備率
不足）」に至っている系統（エリア・地内系統）を対象とする

➢ 「一定の制約」要否特定については直前のSCUC計算（前日同時市場の場合、週間SCUC結果）を元に行い、
次の市場取引を行う（SCUCデータを引き継ぐ）際、「一定の制約」を反映する

◼ また、上記については、「一定の制約」が必要になる地点や時間をSCUCロジックで特定できるようにする必要がある
ことから、今後、技術検証（検証A）において、その実現目途について検討していくこととしたい。

※ 絶対領域（絶対セルフ電源）に該当するための要件については今後検討。



27 （参考） 技術検証（検証A）における検証事項

◼ 今回検討を行った、SCUCロジックで特定すべき事象（抑制・焚増対応が必要になる地点・時間など）は、以前に
取り組んだ「混雑・非混雑を特定するロジック」と共通的なところもあるため、技術検証（検証A）において、それらの
ロジックの高度化（深掘り）と合わせて検証していくことが考えられる。

出所）第13回 同時市場の在り方等に関する検討会（2025年2月19日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/013_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/013_04_00.pdf
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